
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

物価高騰による保護者負担軽減のた
めの学校給食費等支援事業

①物価高騰による保育所、幼稚園、中学生の保護者の負担を軽減するための中学校等における学校給食費等の支援
②原材料費    15,465千円
③4月分～3月分の保護者負担分　15,465千円
　　保育所　3歳児主食費　           50人×1,000円×  12月＝    600千円
　　　　　　   3歳児副食費　           11人×2,000円×  12月＝    264千円
　　幼稚園　園児保護者負担額    105人×1,000円×  11月＝ 1,155千円
　　　　　　　　　　　　　　　               26人×3,000円×  11月＝    858千円
　　中学校　生徒保護者負担額     252人×  270円×185日≒12,588千円
　　全体事業費のうち、推奨事業メニュー交付金7,850千円以外の財源は
　　一般財源を充てる。
④保育所・幼稚園児、中学校生徒の保護者（教職員の給食費は含まない）

R8.4 R9.3

2
①食料品の物価高
騰に対する支援

物価高騰による保護者負担軽減のた
めの学校給食費等支援事業（追加
分）

①物価高騰による保育所、幼稚園、中学生の保護者の負担を軽減するための中学校等における学校給食費等の支援
②原材料費    15,465千円
③4月分～3月分の保護者負担分　15,465千円
　　保育所　3歳児主食費　           50人×1,000円×  12月＝    600千円
　　　　　　   3歳児副食費　           11人×2,000円×  12月＝    264千円
　　幼稚園　園児保護者負担額    105人×1,000円×  11月＝ 1,155千円
　　　　　　　　　　　　　　　               26人×3,000円×  11月＝    858千円
　　中学校　生徒保護者負担額     252人×  270円×185日≒12,588千円
　　全体事業費のうち、推奨事業メニュー交付金7,850千円以外の財源は
　　一般財源を充てる。
④保育所・幼稚園児、中学校生徒の保護者（教職員の給食費は含まない）

R8.4 R9.3
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